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■協働プロジェクトについて 

環境基本計画を推進するには、市の事業だけでは限界があります。例えば、

民間企業が主導する方が、より多くの主体が参加できるもの、市民が主導する

方が、より幅広い年齢層が参加できるもの、「環境」をキーワードに事業者が元

気になるものなど、これまで行政主導では進めにくいものがありました。 

そこで、今回の計画の改定では、市民、事業者、市の協働により、新たな枠

組みである「協働プロジェクト」を検討しました。「協働プロジェクト」は全部

で６つあり、それぞれ、関連する基本目標の末尾に掲載しています。 

このプロジェクトは、「市の事業への協力のお願い」ではなく、環境基本計画

の施策に関連する企画として、市民や事業者が主体となって成り立つことを念

頭に検討しました。 

今後、環境基本計画に記載する基本的施策の進捗管理に合わせて、その推進

に努めていきます。
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第１章 計画の基本事項 

 

1.1 計画改定の背景と方針 

安城市環境基本計画は、平成１３年３月に平成３２年度を目標年次とした計

画期間 20 年の長期計画として策定しました。 

 

現行計画の第２次改定を実施した平成２２年度には、生物多様性条約の締約

国会議（COP10）や気候変動枠組条約の締約国会議（COP16）が開催され、

その結果は環境政策に大きな影響を与えています。生物多様性条約の締約国会

議（COP10）では、自然保護から生物多様性の保全へと、視点の転換が求めら

れました。気候変動枠組条約の締約国会議（COP16）では、温室効果ガス排出

に関して、我が国は京都議定書の第二約束期間には参加せず、独自の削減目標

を設定することとなりました。 

 

さらに、平成２３年３月１１日には東日本大震災が発生し、その後の東京電

力福島第一原子力発電所の事故を受けて、我が国のエネルギー政策は、将来の

電源構成に大きな変更を求められています。このような社会情勢を受け、平成

２４年４月に閣議決定された国の環境基本計画（第４次）では、目指すべき持

続可能な社会の姿を「『安全』が確保されることを前提として、『低炭素』・『循

環』・『自然共生』の各分野が、各主体の参加の下で、統合的に達成され、健全

で恵み豊かな環境が地球規模から身近な地域にわたって保全される社会」と定

めています。 

 

これにより、資源・エネルギー分野に限らず、災害への対策も考慮した持続

可能なまちづくりが求められることになりました。特に東日本大震災によって、

これまでの大規模集中型の電力システムが、災害に対する脆弱性を有すること

がわかりました。地域において、地域資源である再生可能エネルギーを導入し

つつ、災害時においても地域で自立的にエネルギーを確保する自立・分散型の

低炭素エネルギー社会の構築が急がれています。 

 

平成２６年７月には、人為による水循環の変化が、渇水や洪水、水質汚濁、

生態系等へ様々な影響を引き起こしていることに鑑み、水循環に関する施策を

総合的に取り組むための水循環基本法（法律第１６号）が、施行されました。

また、平成２７年１２月にパリで開催された気候変動枠組条約の締約国会議

（COP２１）において、日本は平成４２年（２０３０年）までに温室効果ガス

排出量を平成２５年（２０１３年）比で２６％削減する目標案を表明しており、

国の目標達成に貢献できる施策が必要とされています。 

しかし、地球温暖化への対策は、温室効果ガスの排出抑制など地球温暖化の
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進行を防ぐ「緩和策」だけではなく、地球温暖化によりすでに起こりつつある、

または将来起こりうる影響に対応する「適応策」も不可欠となりました。具体

的には、産業や防災、健康など、広範な分野で温暖化に伴う悪影響を軽減する

ための対策が必要となります。 

 

そこで、安城市では、これらの社会情勢の変化を受け、地球温暖化防止の観

点からエネルギー関連施策の拡充、持続可能なまちづくりに向けた取組みの重

点化及び国・県等の関連計画との整合を図ることを基本方針とし、最終目標年

次の平成３２年度（２０２０年度）に向けて、環境基本計画を改定します。 

 

 

図 近年の国・県等の計画の動き 
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(COP10) 

(平成 22 年 10 月) 

東日本大震災 

(平成 23 年 3 月） 

●環境基本計画 
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 ◎ ：条約 

 ● ：国の計画、法律 
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無印：安城市の計画 

  ：環境基本計画 

  ：生物多様性に関する分野 

  ：水資源保護に関する分野 

  ：気候変動に関する分野 
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1.2 目標年次 

 環境基本計画の目標年次は、平成３２年度（２０２０年度）とし、本改定に

よる計画期間は、平成２８年４月から平成３３年３月までの５年間とします。 

 

1.3 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 計画の主体と役割 

本計画の推進にあたっては、市民、事業者、市を主体として、それぞれの役

割を以下のように定めます。 

 

① 市民 

良好な環境を次代へつないでいくためには、環境について意識し、必要な情

報を得ることが望まれます。日常の生活では、環境に配慮した行動を実践して、

環境への負荷を低減することが求められます。さらに、地域コミュニティを形

成することにより、事業者・市との関係を強化することも望まれます。 

また、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に対して、積極的な参

加や協力が望まれます。 

 

 

 

 

平成 24 年 4 月 閣議決定 

環境基本計画(第４次) 環境基本法 

平成 26 年 4 月 閣議決定 

エネルギー基本計画（第４次） 

国 

平成 26 年 5 月 策定 

愛知県環境基本計画(第４次) 愛知県環境基本条例 

県 

安城市環境基本条例 

平成 28 年 3 月 策定 

安城市環境基本計画 

安城市自治基本条例 

平成 28 年 3 月 策定 

第８次安城市総合計画 

市 
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② 事業者 

自らの事業活動が及ぼす環境への影響について認識するとともに、事業活動

に伴って生ずる公害の防止をはじめとした環境への配慮が求められます。さら

に、自らが持つ技術や経験を生かした環境に寄与する製品やサービス等の開発

及び普及も望まれます。 

また、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策への協力や、周辺地域

の住民との交流等を通じた地域の環境づくりへ積極的に関わっていくことが求

められます。 

③ 市 

環境の保全及び創造に関し、地域の自然的社会的条件に応じた基本的かつ総

合的な施策を策定し、実施するとともに、市民や事業者がそれぞれの立場を生

かして、環境の保全及び創造に関する行動を実施できるよう支援することが求

められます。 

さらに、自らの施策を策定し、実施する際には、積極的な啓発活動に努める

とともに、市民や事業者の模範となるよう率先して環境への負荷の低減に努め

ることが必要です。 
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第２章 計画の体系 

 

2.1 まちの将来像 

 

 

 

環境基本計画は、第８次安城市総合計画の目指す都市像「幸せつながる健幸

（けんこう）都市 安城」の実現のため、同計画の環境分野の施策が目指すま

ちの将来像を基本理念とし、本計画の目指すまちの将来像を「環境負荷の少な

い、人と自然が共生する、良好な環境が持続的に発展するまち」とします。 

 

 

 

 

 

 
 

2.2 基本目標 

環境基本計画は、まちの将来像を実現するための柱として、次の４つの基本

目標を設定します。 

 

 基本目標１ 低炭素なまちをつくる  

地球温暖化などの地球規模の環境問題を解決するためには、私たちの生活を

見直し、二酸化炭素排出量を減らす取組みを進めていく必要があります。 

 

本計画では、二酸化炭素の排出が少ないまちを「低炭素なまち」と定義しま

す。近年では、省エネに加え、エネルギー消費量の少ない機器への更新や再生

可能エネルギーの導入が注目されています。日照条件に恵まれた本市の特性を

生かし、今後は、電気や熱エネルギーとして、日常の生活において、太陽光エ

ネルギーを有効活用していきます。また、東日本大震災により浮き彫りとなっ

た、災害時のエネルギー供給の課題を解決する手段として、低炭素な再生可能

エネルギーを利用した自立・分散型のエネルギー供給システムを確立すること

も必要です。 

 

生活や移動におけるエネルギーの利用、経済活動といった日常の各場面で、

市民・事業者・市が、二酸化炭素排出量の削減につながる行動に取り組むこと

で「低炭素なまち」を目指していきます。 

環境負荷の少ない、人と自然が共生する、 

良好な環境が持続的に発展するまち 

第８次安城市総合計画環境分野の施策が目指すまちの将来像 

市民一人ひとりが、社会の低炭素化・自然との共生・資源循環など環境に対

する高い意識を学びや協働を通じて育むとともに、それぞれの立場で環境配

慮行動に積極的に取り組むことにより、環境負荷の少ない、人と自然が共生

する良好な環境が持続的に発展する社会 
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 基本目標２ 暮らしと自然を守るまちをつくる  

本市には、広い田園や多くの公園が存在し、生活に安らぎと快適さをもたら

しています。市民による美化・緑化活動も盛んです。一方で、市域南部に位置

する油ケ淵の水質汚濁等の生活型公害や、まちの美観を損ねるポイ捨てをはじ

めとした問題が存在します。 

 

近年では、局地的豪雨など異常気象によるリスクも高まっており、気候変動

による影響を前提とした災害や経済活動への適応策も必要です。また、山林が

少ない本市においても、河川や水田等に多様な生物種が存在しており、それら

の生育・生息環境の保全も必要です。 

 

市民・事業者・市が、身近な生活環境の質の向上について考え、行動するこ

とで、市民の「暮らし」と安城の「自然」が守られるまちを目指していきます。 

 

 基本目標３ 資源が循環するまちをつくる  

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会は、健全な資源の循環を阻害してき

ました。まだ使える資源を捨ててしまうのは、資源の多くを輸入に頼る我が国

においては、非常に「もったいない」ことです。また、排出されたごみを最終

的に処分する場所の確保も大きな問題です。 

 

一方で、都市化により、本市の発展を支えてきた明治用水に接する機会が減

り、水資源の大切さについて認識する機会も減っています。 

 

モノを買うとき、捨てるとき、そして水を使うときに、市民・事業者・市が、

資源の循環について考え、行動することができる「資源が循環するまち」を目

指していきます。 

 

 基本目標４ 市民みんなが行動するまちをつくる  

 近年、環境問題は、複雑かつ多様化し、行政単独での課題解決は困難になっ

ています。 

 

日常の生活や事業活動が、環境を悪化させる要因の一つになっていることが

あり、課題解決に向けては、市民一人ひとりが行動を起こすことが必要になっ

ています。そのためには、あらゆる世代への環境学習の機会の提供、情報発信

等とともに、市民や事業者といった多様な主体を含む地域全体で環境を保全し

ていく仕組みをつくり、行動を支援していく必要があります。 

 

市民・事業者・市が、環境問題を「自分の問題」として意識することで、こ

の環境を次代に引継ぐことのできる、持続可能な社会の姿「市民みんなが行動

するまち」を目指していきます。 
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2.3 施策の体系 

 まちの将来像を実現するためには、各種の環境施策を総合的かつ体系的に展

開する必要があります。この計画では、「基本目標」をさらに分野別に細分化し

たものを「分野別目標」とし、分野別目標を達成するための施策群を「基本的

施策」として定めました。 

【体系図：次頁参照】 
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【まちの将来像】 

環境負荷の少ない、人と自然が共生する、良好な環境が持続的に発展するまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標１ 低炭素なまちをつくる 
地球温暖化などの地球規模の環境問題を解決するためには、私たちの生活を見直

し、二酸化炭素排出量を減らす取組みを進めていく必要があります。 

計画では、二酸化炭素の排出が少ないまちを「低炭素なまち」と定義します。近

年では、省エネに加え、エネルギー消費量の少ない機器への更新や再生可能エネル

ギーの導入が注目されています。日照条件に恵まれた本市の特性を生かし、今後は、

電気や熱エネルギーとして、日常の生活において、太陽光エネルギーを有効活用し

ていきます。また、東日本大震災により浮き彫りとなった、災害時のエネルギー供

給の課題を解決する手段として、低炭素な再生可能エネルギーを利用した自立・分

散型のエネルギー供給システムを確立することも必要です。 

日常の生活や移動におけるエネルギーの利用、経済活動といった日常の各場面

で、市民・事業者・市が、二酸化炭素排出量の削減につながる行動に取り組むこと

で「低炭素なまち」を目指していきます。 

 

分野別目標 基本的施策 

（１）エネルギーの効率的な利用 ①省エネルギーの推進 
②エネルギーの地産地消の推進 

（２）適切な交通手段の選択 
①環境に優しい自動車の利用促進 
②自転車の利用促進 
③公共交通機関の利用促進 

（３）環境と調和した事業活動の促進 ①事業者の取組み支援 

 

基本目標３ 資源が循環するまちをつくる 
大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会は、健全な資源の循環を阻害してきまし

た。まだ使える資源を捨ててしまうのは、資源の多くを輸入に頼る我が国において

は、非常に「もったいない」ことです。また、排出されたごみを最終的に処分する

場所の確保も大きな問題です。 

一方で、都市化により、本市の発展を支えてきた明治用水に接する機会が減り、

水資源の大切さについて認識する機会も減っています。 

モノを買うとき、捨てるとき、そして水を使うときに、市民・事業者・市が、資

源の循環について考え、行動することができる「資源が循環するまち」を目指して

いきます。 

 

分野別目標 基本的施策 

（１）資源の循環 ①２Ｒ（リデュース・リユース）の推進 

②リサイクルの推進 

（２）ごみ減量の推進 ①ごみ分別、減量の徹底 

（３）水循環の保全 ①水資源の保全と意識の向上 
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基本目標２ 暮らしと自然を守るまちをつくる 
 本市には、広い田園や多くの公園が存在し、生活に安らぎと快適さをもたらして

います。市民による美化・緑化活動も盛んです。一方で、市域南部に位置する油ケ

淵の水質汚濁等の生活型公害や、まちの美観を損ねるポイ捨てをはじめとした問題

が存在します。 

近年では、局地的豪雨など異常気象によるリスクも高まっており、気候変動によ

る影響を前提とした災害や経済活動への適応策も必要です。また、山林が少ない本

市においても、河川や水田等に多様な生物種が存在しており、それらの生育・生息

環境の保全も必要です。 

市民・事業者・市が、身近な生活環境の質の向上について考え、行動することで、

市民の「暮らし」と安城の「自然」が守られるまちを目指していきます。 

 

分野別目標 基本的施策 

（１）快適な暮らしの実現 
①生活型公害の防止 
②安全・安心で快適な生活環境の向上 
③緑あふれる美しい都市景観づくり 

（２）自然との共生 ①生物多様性の保全 
②水辺の環境保全 

（３）農のある暮らしづくり ①農に親しむ環境づくり 
②農と環境の保全 

 

基本目標４ 市民みんなが行動するまちをつくる 
 近年、環境問題は、複雑かつ多様化し、行政単独での課題解決は困難になってい

ます。 

日常の生活や事業活動が、環境を悪化させる要因の一つになっていることがあり、

課題解決に向けては、市民一人ひとりが行動を起こすことが必要になっています。

そのためには、あらゆる世代への環境学習の機会の提供、情報発信等とともに、市

民や事業者といった多様な主体を含む地域全体で環境を保全していく仕組みをつく

り、行動を支援していく必要があります。 

市民・事業者・市が、環境問題を「自分の問題」として意識することで、この環

境を次代に引継ぐことのできる、持続可能な社会の姿「市民みんなが行動するまち」

を目指していきます。 

 

分野別目標 基本的施策 

（１）次代につなぐ人づくり ①環境学習の推進 

（２）参加と協働の推進 ①多様な主体による環境活動の推進 
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第３章 地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

3.1 地球温暖化対策実行計画について 

地球表面の大気や海の平均温度が長期的に上昇する減少を地球温暖化と言い

ます。近年の地球温暖化の主な要因は、人の活動に伴い排出される温室効果ガ

スが増加したこととされています。 

日本は平成４年に「気候変動に関する国際連合枠組条約（気候変動枠組条約）」

を批准し、平成６年に条約が発効しました。 

その後、平成９年の第３回気候変動枠組条約締約国会議（COP３）で京都議

定書が採択され、日本は、平成 20 年から 24 年までの間に、平成２年の排出

量から６％を削減することが目標になりました。この目標を達成するため、平

成１０年に「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」が制定され、国、

地方公共団体、事業者、国民が地球温暖化対策に取り組むこととなりました。 

国と地方公共団体には、温対法に基づき事業者として自らの活動について、

温室効果ガス排出量の排出抑制のための計画である地球温暖化対策実行計画

（以下「実行計画」という。）を策定することが義務付けられました。 

さらに、平成 20 年の温対法改正において、特例市以上の地方自治体に、市

域全体から排出される温室効果ガス削減に向けた計画の策定が義務付けられま

した。安城市は、義務化の対象ではありませんが、平成２３年３月に実行計画

（区域施策編）を策定しました。 

そこで、環境基本計画の改定に合わせ、実行計画（区域施策編）を環境基本

計画に内包する計画として改定します。なお、目標年度は、環境基本計画に合

わせ平成 32 年度（2020 年度）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定 

平成 23年 3 月 

改定 

平成 2８年４月 

目標年次 

平成３２年度 

（2020 年度） 
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3.2 地球温暖化対策の動向 

平成 23 年３月に東日本大震災が発生し、その後の東京電力福島第一原子力

発電所の事故以降、日本はエネルギー政策の大きな見直しを迫られました。同

年の第１７回気候変動枠組条約締約国会議（COP17）では、京都議定書の第二

約束期間において、実効性への疑問から、日本は枠組みへの参加を見送りまし

たが、別途法的効力を持つ目標を設定することとしました。そこで平成 25 年

に、東日本大震災後から国のエネルギー政策が検討中であったことを踏まえ、

平成３２年（2020 年）の温室効果ガス削減目標として、平成１７年（2005

年）比 3.8％削減を気候変動枠組条約の事務局に提出しました。 

この目標は、エネルギー政策の検討の進展によって改めて見直しされる予定

であり、平成 27 年の第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（COP２１）にお

いて、温室効果ガス排出量を平成４２年（2030 年）に平成２５年（2013 年）

比 26.0%削減（平成１７年比 25.4%削減）の水準とする約束（草案を決定）

をする予定です。 

平成 27 年に地球温暖化対策の新たな枠組みの合意形成を目指して、第 21

回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）がパリで開催されました（11 月

30 日～12 月 11 日予定）。 

新たな枠組みは、先進国と途上国が、平成３２年（2020 年）以降の新しい

温暖化対策について合意したものです。日本は・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

COP21 の結果について記述予定 
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3.3 計画が扱う温室効果ガス 

日本全体から排出される温室効果ガ

スのうち、90％以上を二酸化炭素が占

めています。二酸化炭素は、主に産業、

民生（業務・家庭）、運輸などの部門か

ら、石油やガスなどの燃料の燃焼、つま

りエネルギー使用に伴い発生します。ま

た廃棄物部門からは、プラスチックごみ

（※）の焼却に伴い発生します。 

そこで本計画では、最も排出量が多く、

多くの人が関わることから人々の努力

で削減可能な二酸化炭素を温室効果ガ

スとして扱います。 

※温対法施行令の温室効果ガスの排出

量の算定方法に基づき、プラスチックご

みの焼却のみを対象としています。 

 

3.4 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）としての目標 

平成２３年の環境基本計画改定時の目標では、平成 32 年度の１人あたりの

温室効果ガス排出削減量を基準年（平成 2 年度）の 30％減（590kg-CO2）

としていました。今回は、実行計画（区域施策編）としても位置付けることか

ら、算定方法や基準年度、削減目標の考え方を見直します。 

日本の目標として国際的に合意されているのは、平成１７年（2005 年）を

基準とする平成３２年（2020 年）の削減目標であり、新たな目標は、平成２

５年（2013 年）を基準とする平成４２年（2030 年）の削減目標としていま

す（※H27.10 月現在承認前）。そこで、環境基本計画の目標年度である平成３

２年度（2020 年度）を短期目標年度、平成４２年度（2030 年度）を長期目

標年度とし、長期的視野で温室効果ガスの排出抑制のための施策を進めていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 日本の温室効果ガス排出量 
  （平成２５年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

注：その他のガスには、ハイドロフルオロカーボ

ン、パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄、

三フッ化窒素が含まれます。 

資料：「日本の 1990-2013 年度の温室効果ガ

ス排出量データ」（温室効果ガスインベン

トリオフィス） 

二酸化炭

素(CO2)
93%

メタン(CH4)
2%

一酸化二

窒素(N2O)
2%

その他の

ガス
3%

平成25年度

温室効果ガス排出量

約14億700万t-CO2
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 今回設定する温室効果ガス排出量の現状値及び削減目標を以下に示します。 

 

安城市域における温室効果ガス排出量の現状値（平成 25 年度） 

把握対象となる発生源 対 象 部 門  

エネルギー起源 

産業部門 

製造業 t-CO2 

建設業・鉱業 t-CO2 

農林水産業 t-CO2 

民生家庭部門 t-CO2 

民生業務部門 t-CO2 

運輸部門 
自動車 t-CO2 

鉄道 t-CO2 

非エネルギー起源 廃棄物部門 一般廃棄物 t-CO2 

計 t-CO2 

 

 

（上記円グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

安城市域における温室効果ガス排出量の削減目標 

平成 17 年度 

（2005 年度） 

平成 25 年度 

（2013 年度） 

平成 32 年度 

（2020 年度） 

平成４２年度 

（20３0 年度） 

t-CO2 

（基準年度１） 

t-CO2 

（基準年度２） 

平成１７年度比 

3.8％減 

t-CO2 

（短期目標） 

平成２５年度比 

26.0％減 

t-CO2 

（長期目標） 

 

ただし、温室効果ガスの排出量の計算にあたっては、国や愛知県の排出量を

按分する部分が多いため、市単位では正確な計算が困難です。また、統計資料

の公表には２年程度要するものもあり、最新でも３年前の算定結果を参照する

ことになり、施策の効果把握が遅れることが懸念されます。そこで、温室効果

ガス排出量の大部分はエネルギー消費によるものであることから、安城市では、

エネルギーに関する独自の目標を設定し、進捗管理していきます。 

また、温室効果ガス排出量の削減につながる取組みとしては、環境基本計画

第４章で記載するすべての基本的施策を対象とします。 
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エネルギーに関する安城市の目標 

 

１人あたりの電気使用量は、過去 10 年間では減少傾向にあり、今後もこの

傾向が続くとすると、1 人あたりの電気使用量は、平成 32 年度には、平成 26

年度比 1.5％減少します。しかし、今後、世帯人員の減少や高齢化による冷暖

房需要の増加など、１人あたり電気使用量の増加要因があることから、これま

での減少傾向はいずれ鈍化すると考えられます。 

そこで、これまでの電気使用量削減努力を一層強化すること及び省エネルギ

ー施策の推進により、さらなる削減を目指し、平成 32 年度に 1 人１日あたり

の家庭用電気使用量を基準年（平成２６年度）の 1.7％削減する目標とします。 

 

目標２ 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

市内での再生可能エネルギーによる発電容

量の合計 
30,100kw 66,000kw 

  

安城市における再生可能エネルギーの導入事例は、太陽光発電によるものが

主流であり、平成２１年度の余剰電力買取制度開始以降、堅調な伸びを示して

きました。しかし、固定価格買取制度（ＦＩＴ）の買取価格の引下げにより、

平成２６年度以降、徐々に新規の導入件数は減少していくことが想定されます。 

そこで、太陽光発電に対する普及・啓発の取組みを継続し、平成 32 年度に

市内での再生可能エネルギーによる発電容量の合計を基準年（平成２６年度）

の約 2.2 倍に増加させる目標とします。 

 

目標３ 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

安城市内における次世代自動車普及台数 45 台（※） 460 台（※） 

※自動車販売会社で照会後、数値を確定。（現状は補助件数） 

 安城市民の自動車保有台数は、１世帯あたり２台であり、市内の移動の大部

分は自動車が利用されています。自動車から他の交通手段への転換に加えて、

自動車利用そのものに係る環境負荷の低減も図っていく必要があります。 

 走行時に温室効果ガスの排出が少ない、または全く排出しない次世代自動車

（電気自動車・プラグインハイブリッド・燃料電池車）の普及を進め、平成２

８年度から平成３２年度までの間の安城市における次世代自動車の普及台数を

４６０台に増加させる目標とします。 

目標１ 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

１人 1 日あたり家庭用電気使用量 5.56kWh／人 5.47kWh／人 
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3.5 近隣自治体との連携 

温室効果ガスの削減は、単独の自治体のみで取り組むだけでなく、近隣の自

治体との連携による対策も必要不可欠です。 

 （以降、西三河の自治体による連携について記述予定） 
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第４章 基本的施策 

 

4.1 低炭素なまちをつくる 
 
 (1)エネルギーの効率的な利用 ①省エネルギーの推進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・市内の電灯・電力使用量

が増加傾向にあります。

都市ガスは、工業用は減

少していますが、家庭用、

商業用、医療用は増加す

る傾向があります。 

・人口が増加し、市全体の

環境負荷が増加する傾

向にあります。さらに世

帯あたり人口が減って

いることから、家庭の１

人あたりエネルギー使

用量が増加する傾向が

あり、エネルギー使用の

削減が急務です。 

・家庭でエネルギーを効率

的に使える技術「ＨＥＭ

Ｓ」について、普及を促

進するため、情報提供が

必要です。 

・新築住宅のエネルギー効

率化に加え、既存住宅へ

の断熱材やペアガラス

等の導入による省エネ

対策も必要です。 

 

【課題】 

太陽光発電、蓄電池、HEMS 等エネルギーを効率的に利用できる機器や断熱

性の高い設備を備えた「省エネルギー型住宅」及び、ＬＥＤ等、従来型の製品

よりもより消費エネルギーが少ない「省エネルギー機器」を普及させて、家庭

で使用するエネルギーの削減を進める必要があります。 

図 都市ガス使用量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城の統計 
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施策の展開 

 

  成果指標と目標値 

 

環境コラム ～スマートハウスとＨＥＭＳ～ 

スマートハウスとは、IT 技術を使って、家庭内のエネルギー消費が最適となる

ようにコントロールされた住宅のことです。この、エネルギー消費をコントロー

ルするシステムが「HEMS」（「ヘムス」と読みます。「Home Energy 

Management System」の頭文字を採ったもの）です。 

太陽光発電システムと蓄電池、家電などの家中の機器を IT ネットワークで繋

いで、エネルギーがどこで、どれだけ、何に使用されているのか見える化し、機

器を一括してコントロールしたり、エネルギー量を自動的に最適化したりするこ

とにより節電できます。 

施策名 施策内容 担当課 

1111 

省エネルギー型住宅の普

及支援 

11111 

住宅への太陽光発電、蓄電池、HEMS 等エネルギ

ーを効率的に利用できる機器の導入を支援します。 

既存住宅の断熱効果を高めるための改修に対し

て、支援します。 

資産税課 

環境首都推進課 

 

 11112 

安城桜井駅周辺特定土地区画整理事業の移転者及

び地域住民に環境に配慮したモデル住宅を提供し、

環境共生型住宅を普及啓発します。 

区画整理課 

1112 

省エネルギー機器の導入

推進 

11121 

既存の防犯灯や道路照明、公園の照明等に、より

消費電力の少ないＬＥＤ等を導入します。 

市民安全課 

維持管理課 

公園緑地課 

1113 

省エネルギー効果の情報

提供 

11131 

市民の省エネルギーにつながる行動を促進するた

め、住宅の省エネルギー化の手法や省エネルギー機

器を導入した際の効果について、情報の提供に努め

ます。 

環境首都推進課 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

１人 1 日あたり家庭用電気使用量 5.56 kWh/人 5.47 kWh/人 

指標の見方 

市内で使用される一般家庭用電気使用量を人口１人あたりで計算したものです。 

電気使用量が削減されることにより、発電する際に発生する二酸化炭素排出量の削減が図

られます。 



 

- 18 - 

4.1 低炭素なまちをつくる 
 
(1)エネルギーの効率的な利用 ②エネルギーの地産地消の推進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・安城市は、年間を通じて日射1に恵まれてお

り、太陽光エネルギーの利用による環境負荷

低減が期待されます。 

・太陽光発電システムへの補助件数は、余剰電

力買取制度が開始された平成 21 年以降、

500～600 件前後で推移していましたが、

平成26年度は300 件程度に減少していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民の再生可能エネルギーに関する知

識は「言葉ぐらいは」という人が最も

多く、メリット・デメリットを含めて、

再生可能エネルギーへの理解を深め

る必要があります。 

・東日本大震災時には、電気の供給が長

期に絶たれたことから、再生可能エネ

ルギーの利用により、エネルギーを地

域で創る自立・分散型の仕組みを作る

必要があります。 
 
 

【課題】 

地域に豊富にある再生可能エネルギーの利用を進め、エネルギーを地産地消

する低炭素なまちをつくる必要があります。 

                                      
1
地表面が受け取る太陽光のエネルギーを日射と言い、散乱した光も含めたすべての太陽光のエネルギーを

全天日射量と言います。 

図 全天日射量 年平均 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：NEDO 日射量データベース 

（昭和 56 年～平成 21 年の平年値） 

 

凡例 
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■  

・

図 太陽光発電システム補助件数の推移 

 

 

 

 

 

 

資料：環境首都推進課 
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資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケ

ート（平成 27 年 2 月実施） 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

1121 

住宅等への再生可能エネル

ギー導入支援 

11211 

再生可能エネルギーの普及を促進するた

め、住宅や町内公民館等への太陽光発電設備

や太陽熱を利用した再生可能エネルギー利用

設備の導入を支援します。 

市民協働課 

環境首都推進課 

1122 

公共施設等の再生可能エネ

ルギーの利活用 

11221 

公共施設に太陽光発電設備等を設置し、再

生可能エネルギーの利用を推進します。 

再生可能エネルギーを活用した地域主体の

自立・分散型エネルギー供給システムについ

て研究を進めます。 

環境首都推進課 

 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～再生可能エネルギー～ 

再生可能エネルギーとは、法律※で「エネルギー源として永続的に利用するこ

とができると認められるもの」として、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大

気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスが規定されています。再生可能

エネルギーは、資源が枯渇せず繰り返し使え、発電時や熱利用時に地球温暖化の

原因となる二酸化炭素をほとんど排出しません。 

再生可能エネルギーの弱点は、そのままでは保存・運搬が難しいことです。そ

こで再生可能エネルギーを利用した電気を使って水素をつくると、 保存・運搬

が容易になります。例えば、晴天の昼間しか発電できない太陽光発電システムで

も、発電した電気で水素を作り蓄えておくことで、雨の日や夜間に太陽光エネル

ギーを利用できることになるのです。 

再生可能エネルギーを使って水素をつくり、燃料電池に利用する、「水素エネ

ルギー社会」をつくることが注目されています。 
※：「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進

に関する法律」（平成 21 年 法律第 72 号） 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

市内での再生可能エネルギーによる発電容量の合計 30,100kw 66,000kw 

指標の見方 

市内の家庭・事業者が電気事業者と電力受給契約を締結した発電設備容量の合計です。 

発電量が増えることで、市内におけるエネルギーの地産地消が推進されます。 
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4.1 低炭素なまちをつくる 
 
(2)適切な交通手段の選択 ①環境に優しい自動車の利用促進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・アンケートの結果から、市

内移動時は、自家用車の利

用が全体の８割を占めて

いることがわかります。 

・市内の自動車は軽自動車が

増加しており、平均すると

1世帯2台を保有している

ことになります。 

・自動車から他の交通手段へ

の転換に加えて、自動車利

用そのものに係る環境負

荷低減も図っていく必要

があります。 

・平成 26 年 12 月から超小

型電気自動車のカーシェ

アリング実証事業「き～☆

モビ」が開始されました。

平成27年4月11日現在、

会員数 486 人、利用件数

のべ 963 件（最終的に平

成 27 年 12 月末の数値を

掲載予定）です。 

・近年は電気自動車の普及も

進んできました。電気自動

車の蓄電池に蓄えられた

電力を家庭用電力として

利用するシステム「V2H

（Vehicle to Home）」も、

災害時等の非常用電源と

して注目されています。 

 

【課題】 

使用する自動車を環境負荷の少ない自動車に切り替えていくとともに、自動

車の新しい利用方法を広め、利便性を下げずに移動による環境負荷を減らして

いく必要があります。 

図 通勤・通学以外で安城市内の移動手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート
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資料：平成 26 年度安城の統計 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

1211 

次世代自動車の普及促

進 

12111 

次世代自動車の普及を図るため、車両の購入に対し

ての支援や電気自動車・プラグインハイブリッド自動

車用の充電スタンドの設置、燃料電池自動車用水素ス

テーションの設置の支援等インフラの整備を推進し

ていきます。 

環境首都推進課 

1212 

自動車の新しい利用方

法の提案 

12121 

超小型電気自動車を利用したカーシェアリング実

証事業を実施します。 

安城市役所の庁用自動車に、車両から電力を供給で

きる給電装置を取り付け、イベント等の電源として活

用するとともに、非常時の電源確保に努めます。 

財政課 

危機管理課 

環境首都推進課 

1213 

次世代自動車の啓発 

12131 

イベント等で次世代自動車を展示し、環境面や経済

面でのメリットについて市民へ啓発していきます。 

庁用自動車として、次世代自動車を導入し、行政も

率先して利用していきます。 

財政課 

環境首都推進課 

 

成果指標と目標値 

※自動車販売会社で照会後、数値を確定。（現状は補助件数） 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

安城市内における次世代自動車普及台数 45 台（※） 460 台（※） 

指標の見方 

平成２８年度から平成３２年度の５年間に市内で登録される電気自動車・プラグインハイ

ブリッド自動車・燃料電池自動車の台数の累計です。走行時の環境負荷が少ない自動車の

浸透状況を示します。 

環境コラム ～次世代自動車～ 

次世代自動車は、走行時に窒素酸化物（Ｎ

Ｏｘ）や粒子状物質（ＰＭ）等の大気汚染

物質や、二酸化炭素の排出が少ない、また

は全く排出しない、騒音が少ないなどの環

境にやさしい自動車です。 

愛知県では、電気自動車（ＥＶ）とプラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）

のための充電スタンド、燃料電池自動車（ＦＣＶ）のための水素ステーション整

備を進めており、安城市も補助金を交付し、次世代自動車の普及を進めています。 
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4.1 低炭素なまちをつくる  

 
(2)適切な交通手段の選択 ②自転車の利用促進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・市民アンケートの結

果では、鉄道駅が遠

い地区では、市内移

動に自動車を利用す

る人の割合が高く、

その一方で自転車を

利用する人の割合が

低い傾向となってい

ます。 

 

 

 

・安城市では、エコサイクルシティ計画の

基本方針である「意識づくり」「空間づく

り」「しくみづくり」に基づき自転車の利

用促進を図り、環境にやさしいまちづく

りを進めています。 

・市内には、パイプライン化された明治用

水の上部を利用した明治用水緑道が整備

されており、緑を楽しみながら、安全に

走行することができます。 

・市道大東住吉線や市道新安城駅前線、市

道東栄横根畑線において、路面表示によ

り自転車走行空間を明確化しています。 

・放置自転車を利用して、市内 11 か所にレンタサイクルのサイクルポートが

整備されており、毎年 7,000 件程度の利用があります。 

・自転車の購入やＴＳマーク付帯保険に対する補助制度もあり、平成 26 年度

は 100 件の利用がありました。 

 

【課題】 

移動による環境負荷を減らすために、環境に優しい交通手段の一つである自

転車に注目し、自転車利用を進めるとともに、自転車を利用しやすいまちをつ

くる必要があります。 

図 通勤・通学以外で安城市内の移動手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

1221 

自転車利用のきっかけ

づくり 

12211 

自転車購入時の補助金の交付やイベントの際に、自

転車について啓発することにより、自転車利用のきっ

かけをつくっていきます。 

都市計画課 

1222 

自転車利用のためのイ

ンフラ整備 

12221 

自転車走行空間や駐輪場、レンタサイクルなど、自

転車の利用拡大に必要なインフラを整備していきま

す。 

維持管理課 

都市計画課 

南明治整備課 

区画整理課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～自転車のルール～ 

とても便利な自転車ですが、ルールが守られていないことが全国で問題になって

います。こんな自転車の乗り方をしていませんか？ 下記の行為は、すべて道路交

通法違反です。気を付けて運転しましょう。 

・車道を逆走する。（車道を走るときは、左側を走りましょう。） 

・歩道を猛スピードで走る。（歩道は、歩行者優先です。） 

・２台以上で並走する。（おしゃべりが楽しくても、並走は禁止です。） 

・夜間ライトをつけない。（対向者は暗闇から突然現れたあなたにビックリ！） 

・スマホや携帯電話を走行中に使用する。（周りに注意を配ってください。） 

・片手に傘をさしながら運転する。（転倒の恐れがあります。） 

・イヤホンを耳に着けて音楽を聴きながら走行する。（外部の音も重要な情報で

す。） 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

市内の移動で自転車を利用する人の割合 8.6％ 9.5％ 

指標の見方 

通勤・通学以外で市内を移動する際、主な交通手段として自転車を利用する人の割合です。 
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4.1 低炭素なまちをつくる  

 
(2)適切な交通手段の選択 ③公共交通機関の利用促進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・市民アンケートでは、

各中学校区での鉄道

へのアクセスの良し

悪しにより、公共交

通機関に対する利便

性への感じ方に顕著

な違いがあります。 

・交通手段を選択する

際には、「身体的な負

担」と「経済的な負

担」を重視する人を

合わせると9割以上

になります。 

・電車を「日常的に利用する」人は 10％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

交通弱者のために公共交通機関を充実させるとともに、公共交通機関の利便

性を向上させ、市全体で移動に要する環境負荷を低減させる必要があります。 

 

図 公共交通機関（電車・バス）の利用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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図 交通手段を選択する際重視すること   図 電車の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 

 

身体的な負

担が少ない

こと

59%

経済的な負

担が少ない

こと

36%

地球環境へ

の負担が少

ないこと

5%

n=890

日常的に利

用する

10%
月に数回利

用する

15%

年に数回利

用する

59%

まったく利

用しない

16%

n=907
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

1231 

公共交通の利用促進 

12311 

あんくるバス、あんくるタクシーの運行を継続し、

公共交通機関の利用を促進していきます。 

都市計画課 

1232 

パークアンドライドの

推進 

12321 

駅周辺の駐車場の整備を進め、パークアンドライド

により公共交通機関利用の利便性を向上させていき

ます。 

維持管理課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～パークアンドライド～ 

都心部などの渋滞を防ぐために、鉄道駅やバス停に設けた駐車場で自動車から電

車やバスに乗り換えて目的地に移動する方法です。渋滞による環境負荷を減らす効

果があります。 

 

 

 

（駅と駐車場、車を駐車場に停める人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 
現状値 

（平成２７年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

公共交通機関に対する満足度 49.4％ 54％ 

指標の見方 

公共交通利用に対する市民の意識と、公共交通の利便性を示すものです。 

イメージイラスト 

（駅と駐車場、車を駐車場に停める人） 
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4.1 低炭素なまちをつくる 
 
(3) 環境と調和した事業活動の促進 ①事業者の取組み支援 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・本市は製造業が盛んで、平成

25 年の製造品出荷額等は、愛

知県下では豊田市、名古屋市、

田原市に次ぐ第 4 位です。 

・地元企業も環境配慮型製品を

製造しており、環境保全に貢

献しています。それらの製品

を普及させることで、環境と

調和した事業活動を推進する

ことができます。 

・市内事業者の技術力・ノウハ

ウを市内外にＰＲする展示会

を開催し、企業間等の連携を

支援しています。生産者側が

気づかない用途との出会いに

より、市内事業者による事業

活動の活性化を図っています。 

 

【課題】 

市の特徴であるものづくり企業をはじめとする事業者の取組みを支援して、

産業部門での環境負荷の低減に貢献していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 愛知県製造品出荷額等の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25 年工業統計 

 

豊田市, 

127,068 

億円, 

30%

名古屋市, 

34,641 

億円, 8%

田原市, 

19,025 

億円, 5%安城市, 

18,239 

億円, 4%

刈谷市, 

17,389 

億円, 4%

岡崎市, 

16,191 

億円, 4%

その他, 

187,466 

億円, 

45%

平成25年

420,018億円

平成 26 年 11 月 2 日に市内企業の共同組合の環境配慮型製品「キャップアートパネル」

を使用したイベント「エコキャップ甲子園」を開催。高校生が集めたペットボトルのキャッ

プを使用して、アートを組み立てました。 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

1311 

環境配慮型製品の開

発・販売支援 

13111 

市内事業活動の活性化を図るため、環境配慮型製品

の紹介や補助制度等により、環境配慮型製品の開発・

販売を行う事業者を支援します。 

商工課 

環境首都推進課 

1312 

環境へ配慮する事業者

への支援 

13121 

中小企業を対象に、環境マネジメントシステムの認

証取得や更新を行い、環境配慮を推進する事業者を支

援します。 

商工課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～環境マネジメントシステムとは～ 

組織が、その運営の中で環境に関する方針

や目標を自ら設定し、これらの達成に向けて

取り組んでいくことを「環境マネジメント」

といい、このための体制・手続き等の仕組み

を「環境マネジメントシステム」といいます。 

国際規格では ISO14001 があり、ＰＤＣ

Ａサイクルと呼ばれる、（１）方針・計画

（Plan）、（２）実施（Do）、（３）点検（Check）、

（４）是正・見直し（Act）を繰り返し、環

境マネジメントのレベルを継続的に改善し

ていきます。 

このほか、環境省が認証するエコアクショ

ン２１や、一般社団法人が認証するエコステ

ージ、KES・環境マネジメントシステム・ス

タンダード、地方自治体が認証するもの様々

なシステムがあります。 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

環境配慮に関する行動や事業活動を行った事業者数 75 件 75 件 

指標の見方 

事業者の環境マネジメントシステム更新・取得に対する支援件数です（当該年度を含む直

近３年度の合計）。事業者が、環境マネジメントシステムの取得及び更新をすることで、産

業部門の環境負荷低減につながります。 

イメージイラスト 

（ＰＤＣＡサイクルについて

説明） 
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協働プロジェクト① 

 Kii Mobi Appeal プロジェクト ～電気自動車 き〜☆モビに乗ろうよ～  

 

現状と課題 

安城市では、環境負荷の低い電気自動車のカーシェアリングの実証実験「き

～☆モビ」が行われています。しかし、これから展開・発展してくプロジェク

トであり、まだ認知度が低い状況です。 

そこで、認知度を向上させるためのプロジェクトを考案しました。き～☆モ

ビの知名度と利用率の向上を目標とし、環境負荷を減らしつつまちの活性化を

図ります。 

主な対象 

・自動車の運転が可能となる１８歳～２０代の若年層 

プロジェクトの概要 

 

何をするか どこでやるか 

①若者が会員登録する機会の拡大 自動車学校、試乗会や出前講習会を人

の集まるところで開催 

②若者が集まっている場所へのステー

ション設置を提言 

学校や娯楽施設など若者の集まる場所 

③き～☆モビを利用後に口コミを推奨 インターネットでの口コミ 

・き～☆モビそのものや利用について

SNS で情報発信 

④利用することでお得感のある制度を

提言 

インターネットや協力店 

・き～☆モビの利用時にＰＲしたら特

典が受けられる 

・き～☆モビで来店したら協力店から

サービスを受けられるなど 

⑤若者の目につく場所へのチラシの配 

 置 

協力店 

・娯楽施設などにチラシを設置 

 

実施に向けて 

・プロジェクトの実行に向けて、市民・事業者・行政それぞれの役割は、下記

のとおりとなります。 

 

 

 

 

【企業】 

ビジネス化への展開 

システムの提供 

【市民】 

登録して利用する 

口コミを広げる 

【行政】 

企業へのサポート 

市民へのＰＲ 
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協働プロジェクト② 

 オトナな自転車乗りでヘルシー（低炭素・健康）生活を！！  

 ～ノー残業デーは、ノーカーデー～  

 

現状と課題 

安城市では、日常生活の中で、自動車に乗って移動する人が多い現状があり

ます。しかし、今は自動車に乗っている人も、昔は自転車に乗って移動してい

たはずです。 

そこで、自転車に乗らなくなった大人に自転車の楽しさを思い出してもらい、

オトナの自転車乗りを増やすプロジェクトを考案しました。移動時に二酸化炭

素を排出しないエコな乗り物である自転車を広めることで、低炭素なまちを目

指します。 

主な対象 

・自転車に乗っていない「オトナ（社会人）」 

プロジェクトの概要 

 

何をするか どうするか 

①スポーツ自転車を入手する 自転車店への協力を依頼 

②企業への協力を依頼 ・入手した自転車を企業へ貸出し 

・企業は就業者の中から関心がある人

に貸出し 

・企業は貸出しと返却、受付業務を行

う 

③安城市エコサイクルシティ実行委員

会へ協力を依頼 

・TS マーク代の補助依頼 

④自転車店への協力依頼 ・自転車のメンテナンス依頼 

・不要自転車の提供依頼 

 

実施に向けて 

・プロジェクトの実行に向けて、市民・事業者・行政それぞれの役割は、下記

のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

【企業】 

就業者への自転車貸し出し 

【市民団体】 

運営方法を企業に説明 

利用促進策を提案・実施 

【行政】 

企業・自転車店との折衝 

【自転車店】 

スポーツ自転車提供・修理 
協力依頼 
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4.2 暮らしと自然を守るまちをつくる 
 
(1) 快適な暮らしの実現 ①生活型公害の防止 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・公害苦情は、140 件/年程

度で推移していました。平

成 25 年度に一旦 200 件

を越したものの、平成 26

年度は前年度より減少しま

した。苦情の内訳では大気

汚染が最も多くなっていま

す。 

・屋外焼却によって発生する

煙や臭いに対する苦情が、

市へ寄せられています。ビ

ニール類のように有害な煙

を出すものは言うまでもな

く、そうでないものも、屋

外焼却は周囲の生活環境を

悪化する原因になっている

ことへの理解を進める必要

があります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

生活型公害の発生源対策や大気や騒音、振動等の公害に対する監視を引き続

き行い、快適な暮らしをおびやかす公害のないまちをつくる必要があります。 

 

 

図 公害苦情の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：平成 26 年度安城 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城の統計 
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図 大気汚染物質濃度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：市内で測定している大気汚染物質は、SO2（ニ酸化硫黄）、

NO2（二酸化窒素）、SPM（浮遊粒子状物質）の３物質。 

 

資料：平成 26 年度安城の統計、 

平成 26 年度環境報告書 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

2111 

発生源対策の推進 

21111 

事業者に対する講習会を開催するとともに、住工混

在2の解消を図り、事業活動に伴う排気ガス、騒音、振

動、悪臭の発生などの環境負荷の低減を図ります。 

商工課 

環境首都推進課 

2112 

監視と啓発の徹底 

21121 

公害の監視を継続的に行うとともに、苦情の多い野

焼きに関する啓発に努めます。 

環境首都推進課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～野焼き～ 

愛知県の「県民の生活環境の保全等に関す

る条例」では、屋外燃焼行為、いわゆる野焼

きを禁止しています。ごみや剪定枝などを法

律に定められた焼却炉以外で燃やす行為は、

煙や悪臭、ダイオキシン類などを発生させる

恐れがあり、周囲の生活環境に悪い影響を及

ぼします。 

ひと昔前は、落ち葉や枯れ枝の焚き火は秋

の風物詩でしたが、住宅が近接している現在

は、有害なビニール類が含まれていなくて

も、洗濯物へ匂いがついたり、煙が気になっ

て窓を開けられなくなったりするなどして、

問題視されています。身近な暮らしの環境を

守るため、ごみは適切に処理しましょう。 

                                      
2 地域で、住宅と工場が混在している状態のこと。 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

大気、土壌、騒音、ダイオキシン類に係る環境基準達

成箇所数 
３２箇所 ３２箇所 

指標の見方 

市内における公害に関する環境基準を満たしている地点の箇所数を示します。観測地点は、

全 32 箇所です。愛知県の大気測定局で観測している光化学オキシダント（Ｏｘ）と微粒

子状物質（ＰＭ2.5）については、環境基準を達成していませんが、自治体単独での解決が

不可能な項目であるため、指標から除外しています。 
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4.2 暮らしと自然を守るまちをつくる  
 
(1) 快適な暮らしの実現 ②安全・安心で快適な生活環境の向上 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・市民アンケートでは、「ポイ捨てなどの環境マナー」は、劣っている点に挙げ

る回答が、優れている点に挙げる回答を大幅に上回っています。 

・平成 27 年 4 月 1 日に施行された「安城市さわやかマナーまちづくり条例」

の周知とともに、モラル向上及びマナー遵守に対する啓発が求められます。 

・市民が道路や河川などの公共施設の美化活動を行うアダプト・プログラムに

は、平成 26 年度末で 47 団体が登録され、環境美化活動を実施しています。 

・ＪＲ安城駅の南側（南明治地区）及び名鉄桜井駅周辺（桜井地区）において、

土地区画整理事業を実施し、良好な居住環境の整備を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民アンケートでは、「自然災害に対するリスク」が少ないことが優れている

点に挙げられていますが、安城市においては、大雨で河川があふれる冠水・

浸水被害が発生した事例もあります。 

・「雨水マスタープラン」では、雨水流出抑制のために、雨水貯留施設や雨水浸

透設備の整備を進めています。水田の持つ雨水貯留機能による洪水抑制も推

進しています。 

 

【課題】 

ポイ捨て等のない美しい環境づくりを行うとともに、都市機能の集約化や万

が一の際の浸水対策を進め、安心して快適に住むことのできるまちをつくる必

要があります。  

図 安城市の優れている点・劣っている点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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交通の利便性

まちの景観（街並み・田園風景）

公園などの憩いの場

緑の豊かさ

静けさ

日当たりの良さ

空気のきれいさ

水のきれいさ

生きものの多様さ

ポイ捨てなどの環境マナー

回答（件）

優れている点

劣っている点



安城市環境基本計画改定（案） 第３版 

平成２７年９月１４日修正 

- 33 - 

施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

2121 

環境美化の推進 

21211 

環境美化に関する条例の周知に努め、環境美化に対

する意識を啓発するとともに活動団体を支援します。 

環境首都推進課 

ごみゼロ推進課 

21212 

公園や道路など公共空間の清掃や除草などの美化

活動を支援します。 

ごみゼロ推進課 

公園緑地課 

2122 

都市機能の向上 

21221 

ＪＲ安城駅、ＪＲ三河安城駅、名鉄新安城駅、名鉄

桜井駅の各駅を中心とした生活圏域に都市機能の集

約化を図り、良好な居住環境の整備を進めます。 

都市計画課 

南明治整備課 

区画整理課 

21222 

防災拠点の整備や避難場所への誘導など、防災、減

災に配慮して安全性の高い居住環境を整備します。 

危機管理課 

21223 

洪水時に雨水を貯留する施設の整備や水田の確保

を推進し、集中豪雨の影響を緩和する機能を高めま

す。 

土木課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～さわやかマナーを広めよう～ 

安城市さわやかマナーまちづくり条例では、下記の項目を「さわ

やかマナー」し、これらの普及を通して快適で安全な生活環境形成

を目指します。 

 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

安城市を環境に関するマナーが良いまちと感じる人の

割合 
4.5％ 20％ 

指標の見方 

安城市の優れた特徴として「ポイ捨て禁止などのさわやかマナー」を挙げる人の割合を示

しています。 

ポイ捨てを 

やめよう 

ペットのふん 

は持ち帰ろう 

路上喫煙を 

やめよう 

歩きスマホ 

をやめよう 

ちらしを 

散乱させない

落書きを 

やめよう 
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4.2 暮らしと自然を守るまちをつくる  
 
(1) 快適な暮らしの実現 ③緑あふれる美しい都市景観づくり 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・景観を損ねたり、歩行の障害に

なったりする放置自転車対策

として、「JR 安城駅」「名鉄新

安城駅」「名鉄南安城駅」の３

駅周辺を自転車等放置禁止区

域に定めていますが、撤去され

る自転車が年間 500 台程度あ

ります。 

・市民アンケートでは、安城市の

優れている点として、まちの景

観や緑の豊かさが多く挙げら

れています。 

・安城市の土地の利用状況を見る

と田畑が４割超を占めており、

安城市の「豊かな緑」のイメージは農地が寄与していると考えられます。 

・一方で、市内の公園は、平成 26 年 4 月 1 日現在で 97 箇所 93.20ha で、

市域の約 1％であり、市街地では緑が少ないことがわかります。 

 

 

表 公園の設置状況 

区分 か所数 
面積
(ha) 

運動公園 1 20.04 

地区公園 4 17.47 

近隣公園 14 28.22 

街区公園 72 23.54 

緑地 3 1.51 

歴史公園 3 2.42 

合計 97 93.20 

注：平成 26.4.1 

資料：平成 26 年度安城の統計 

（秋葉公園） 

 

【課題】 

景観を損ね、通行の妨げになる放置自転車等をなくすとともに、緑地を増や

し、美しく快適な都市空間をつくる必要があります。  

図 土地利用面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城の統計   
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

2131 

景観を害する要素の除

去 

21311 

駅周辺の放置自転車や不適切な屋外広告など、景観

を害する要素を除去し、美しい景観を守ります。 

維持管理課 

2132 

緑地の維持・管理 

21321 

保全地区や文化財保存地区等、指定された樹木・緑

地の維持・管理を支援します。 

公園緑地課 

 

2133 

緑化の推進 

21331 

緑化木の配布や緑化に関する補助制度などにより、

民有地の緑化を進めるとともに、コンクールを実施す

ることにより緑化に関する意識を高めます。 

公園緑地課 

 21332 

公園の緑化を進めるとともに、新規公園の整備によ

り公共の場所の緑地を確保します。 

公園緑地課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～安城市に今も残る「原始の森」～ 

山林の面積が 0.2ｋ㎡と、森がほとんど存在し

ない安城市。しかし、ごくわずかではありますが、

自然の森が残っている場所もあります。 

安城市域の大部分は、碧海台地と呼ばれる洪積

台地が占めています。400 年ほど前まで、この碧

海台地には、カシやシイなどで構成され、人の手

が加わっていない原始的な植生の森が存在してい

たようです。今も碧海台

地の端には、かつての様

子を伺い知ることので

きる「原始の森」が点在

しています。 

  

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

樹高が 3ｍ以上になる樹木の本数 139,538 本 148,000 本 

指標の見方 

かつて草地で樹林の少ない本市では、大木は貴重な存在です。植樹した樹木が大きく育っ

ていることを示します。 
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4.2 暮らしと自然を守るまちをつくる 
 
(2) 自然との共生 ①生物多様性の保全 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・公園は市域の約 1％で、市域

の4割超を占める農地は減少

傾向にありますが、生物のす

みかとしての水田に関心が高

まっています。 

・市民アンケートでは、「生きも

のの多様さ」を、安城市の劣

っている点に挙げる人が多く、

自由意見にも「触れ合いの場

が減った」との意見があり、

触れ合いの場を充実させる必

要があります。 

・「緑の豊かさ」、「生きものの多

様さ」の回答を居住年数別に

見ると、「生きものの多様さ」

は、居住年数が多くなるほど

劣っているとする回答が多く、

長い目で見ると減っていると

評価されていると推察されま

す。 

・郷東川では河川改修の際に、

多自然型護岸3が導入されま

した。 

・平成２３年から毎年、セミの抜

け殻を継続して調査していま

す。調査で確認されるセミの種

類の構成は、市内の様々な環境の変化を反映していると考えられます。 

・外来種が増えて在来種の生育・生息環境が悪化している場所もあります。 

 

【課題】 

私たちに多くの恵みを与えている自然への理解を深め、生物多様性を保全す

るまちをつくる必要があります。 

                                      
3 コンクリートで固めるだけの護岸工事とは異なり、治水上の安全を確保しつつ、生き物の生息生育にも

配慮した護岸のこと。 

図 安城市の優れている点・劣っている点

の比(居住年数別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：優／劣比＝（優れている点に挙げた回答数） 

÷（劣っている点に挙げた回答数の比） 

同数の場合は 1.0 になる。 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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資料：平成 26 年度環境報告書 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

2211 

自然に親しむ機会の創

出 

22111 

自然に近い川づくりや自然環境調査など、自然に親

しむ機会を創出します。 

環境首都推進課 

土木課 

2212 

生物多様性に関する啓

発 

22121 

生物多様性について周知するとともに、生物多様性

を脅かす要因の一つである外来生物についても放逐

の危険性を啓発します。 

環境首都推進課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～生物多様性とは～ 

生物多様性は、生態系、種、遺伝子の３つのレベルがあります。 

例えば、他の地域から新しい生物が持ち込まれると、その地域の元々の生態系

のバランスが崩れて失われてしまうので、生物多様性が失われることになりま

す。同じ種でも、違う地域のものは遺伝子が異なることもあるので、むやみな生

物の持ち込みは、その地域の生物多様性を失うことになります。 

例えば、メダカは地域によって遺伝子が異なります。メダカを増やそうと、他

の地域のメダカを放流すると、昔から安城市にいたメダカの遺伝子が失われてし

まうことになります。 

秋葉いこいの広場環境学習セ

ンター「エコきち」では、安城

市固有の遺伝子を持つメダカを

飼育繁殖させる「安城メダカ里

親プロジェクト」を実施してい

ます。このプロジェクトは、市

民にメダカを譲渡し、自宅で飼

育してもらうもので、増やした

メダカを放流式で一斉に放流し

ています。 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

生物多様性に関する活動の参加者数 466 人 1000 人 

指標の見方 

生き物調査や生物多様性に関する講座等の参加者数の合計です。生き物への関心の高さを

示します。 
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4.2 暮らしと自然を守るまちをつくる  
 
(2) 自然との共生 ②水辺の環境保全 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・油ヶ淵のＣＯＤ4(75％水質値)

は、長期的には減少傾向にある

ものの、環境基準値より高い

7.5mg/L 前後で推移していま

す。 

・下水道普及率、合併浄化槽の設

置基数はともに増加している一

方で、平成 25 年度の調査結果

では、油ヶ淵のＣＯＤ、ＳＳ5が

依然として環境基準を超えてい

ます。 

・油ヶ淵の水質汚濁は、流入する河川の水の汚れに原因があります。河川の汚

れは、家庭などからの生活排水が原因であるため、油ヶ淵の水質改善には、

継続的な排水対策が必要です。 

・平成５年に、安城市、碧南市、西尾市、高浜市と愛知県で「油ヶ淵水質浄化

促進協議会」を設立しました。毎年 7 月の「油ヶ淵浄化デー」では、油ヶ淵

周辺や油ヶ淵に流入する河川の清掃活動を行っているほか、水質浄化に関す

る啓発活動などを続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

油ヶ淵の汚れの原因となる生活排水対策を進めるとともに、水辺に親しむ機

会を増やし、身近な水辺の水質環境の保全に努める必要があります。 

                                      
4 化学的酸素要求量のことで、湖沼の水の汚れの目安となります。 
5 浮遊物質量のことで、水の濁りの目安になります。 

図 下水道普及率          図 浄化槽設置基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城の統計 

 

図 油ヶ淵の水質（ＣＯＤ）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度公共用水域及び地下水の水質調査結果 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

2221 

生活排水の改善 

 

22211 

合併処理浄化槽の設置や下水道への接続などによ

り、水質汚濁の主な原因となる生活排水対策を進める

とともに、水質保全への理解を進め、水質の監視に努

めます。 

環境首都推進課 

下水道管理課 

下水道建設課 

2222 

水辺への関心の向上 

22221 

水辺の生物とのふれあいや河川の美化活動などに

より、水辺環境への関心を高めます。 

環境首都推進課 

維持管理課 

 22222 

県内唯一の天然湖沼である油ヶ淵に親しむ機会を

つくり、油ヶ淵の浄化や環境に対する関心を高めま

す。 

環境首都推進課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～油ヶ淵～ 

油ヶ淵は長田川や半場川と高浜川の接続点にある愛知県唯一の天然湖沼です。

油ヶ淵ができたのは比較的新しく、江戸時代の初めのころに、矢作川が運ぶ土砂

によって三河湾の入り江がせき止められて誕生しました。大きさは南北方向、東

西方向に約２km、水深は平均で約３ｍ、

最も深いところでも５ｍ程度と浅い湖で

す。 

昭和３０年代には流域の大半が水田や

畑などの農地でしたが、近年は経済や産

業の発展に伴い周辺地域の都市化が進み

ました。流域の都市化により、流入する

水に含まれる汚れが増加したことが、油

ヶ淵の水質悪化の原因と考えられます。 

                                      
6 生物化学的酸素要求量のことで、川の水の汚れの目安となります。 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

各河川における水質（BOD6値）及び油ヶ淵の水質

COD 値（mg/l）の環境基準達成箇所数 
20 箇所 21 箇所 

指標の見方 

水質に対する環境基準を満たしている地点の箇所数を示します。観測地点は、全 2１箇所

です。 
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4.2 暮らしと自然を守るまちをつくる 
 
(3) 農のある暮らしづくり ①農に親しむ環境づくり 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・かつて「日本デンマーク」と呼ばれ、現在でも米、いちじく、梨などが県内

でも有数の生産量を誇る安城市ですが、農業に従事する人は、平成 22 年の

国勢調査によれば全体の3％程度で、農業に関わる市民は多いと言えません。 

・市民が「農」を身近に感じて、「農」を楽しむ「アグリライフ」の実現を目指

した「安城アグリライフ構想」を推進しています。 

・アグリライフ支援センターでは、農ある暮らしの人材育成の場として、野菜

作りの講座や植え付け・収穫体験を実施しています。 

・デンパーク近くの水田では、市民が参加して田んぼに様々な色に成長する稲

苗を植えて絵を描く、ふれあい田んぼアートが行われています。 

・旬のものを利用すると、温度管理のためのエネルギー消費量が少ないうえ、

栄養価が高くなります。さらに、地産地消を進めると、輸送のためのエネル

ギー消費が少なくすみます。 

・安城市では「食育推進計画」により、地産地消を推進しています。学校給食

における地元農産物（青果物）の購入割合については、同計画の目標値であ

る４０％を達成しています 。 

・毎月第 4 土曜日には、中心市街地で行われるまちなか産直市で地元産の農産

物を販売しています。平成 27 年 7 月から、同日を「地産地消の日」と設定

し、積極的に啓発を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

市民が農業に親しむ機会をつくるとともに、地元の農業への理解を深め、輸

送や温度管理に使用するエネルギーの少ない食材を選ぶことにより、食に関す

る環境負荷の低いまちづくりを進める必要があります。  

表 学校給食における地元農産物購入割合  

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

43.0% 51.7% 49.1% 45.4% 47.5% 

資料：第 2 次安城市食育推進計画（平成 24 年 3 月策定）  
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

2311 

農に触れる機会の創出 

23111 

野菜作り講座の実施やふれあい田んぼアートの実

施支援などにより、市民が農作業を体験する機会を創

出します。 

農務課 

2312 

地産地消の推進 

23121 

地元で生産された農産物を購入する場を支援する

とともに、学校給食にも利用し、地元農産物を地元で

消費する意義を伝え、地産地消を推進します。 

農務課 

総務課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～環境に優しくおいしい地元の農産物を食べよう～ 

安城市の農産物では、米、小麦、大豆、いちじく、梨、チンゲン菜、きゅうり

が県内でも有数の生産量を誇ります。特にいちじくは、栽培面積 28.0ha、梨は

栽培面積 45.1ha で県下第 1 位（平成２５年産）となっています。 

 近年では、下記のようなこの地域ならではの新品種も誕生しています。 

 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

地元農産物を意識して購入する人の割合 21.9％ 24.5％ 

指標の見方 

地産地消がどの程度市民に浸透しているかを知る目安になります。 

 

 

 

 

 

 

 

甘ひびき 

安城市で生まれた梨の新品種。早生品種で、

糖度は 13 度以上と甘みが強い。水分を多

く含み、大玉でジューシー、シャキシャキ

した食感が特徴。平成 22 年 3 月に品種登

録され、平成 24 年より販売を開始。 

 

 

 

 

 

 

 

きぬあかり 

愛知県が開発した小麦の新品種。平成 27

年現在、安城市の小麦生産のうち 6 割を占

める。穂が長く、収量が大変多い。うどん

やきしめんに適した生地の強さとめんにコ

シが出る。 
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4.2 暮らしと自然を守るまちをつくる 
 
(3) 農のある暮らしづくり ②農と環境の保全 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・安城市では「食料・農業・交流基本計

画」により、環境保全型農業を推進し

ています。 

・農業の自然循環機能の維持増進・地域

環境保全等の取組みとして、持続的な

農業生産方式に取り組むエコファーマ

ーの育成、せん定枝のリサイクルを推

進しています。 

・安城市におけるエコファーマーの認定

人数（延べ）は、平成 26 年度現在で

317 人です。 

・農業における環境負荷の低減のため、

農薬や化学肥料の使用量削減による持

続可能な農業を推進しています。 

・効率的・安定的な農業経営を目指して

作成した農業経営改善計画を認定する

認定農業者制度を実施しています。安

城市における認定農業者数は、平成 26

年度現在で、167 人です。 

・安城市域における田畑の面積は、全体

の 4 割超ですが、近年ではやや減少し

ています。 

・農地には、作物の生産以外に洪水を防

ぐ機能、暑さをやわらげる機能、生き

もののすみかになる機能、癒しや安ら

ぎをもたらす機能など、様々な機能が

あります。これらを、農地の多面的機

能といいます。 

 

【課題】 

農薬や化学肥料の使用による農地からの環境負荷を低減しつつ、農への理解

を深め、農地からの「恵み」を生かした快適な暮らしを守っていく必要があり

ます。 

 
  

図 土地の利用状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：各年 1 月 1 日現在 

資料：平成 26 年度安城の統計 
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注：認定農業者は、認定から 5 年で更新。 

資料：農務課提供 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

2321 

農地の多面的機能の理

解と活用の促進 

23211 

農地の多面的機能を生かし、生物多様性の学習の場

として利用を促進します。 

土地改良課 

環境首都推進課 

2322 

農作業に伴う環境負荷

の低減 

23221 

農薬や化学肥料を適正に使用することにより、農地

を憩いの場、生物の生息の場として活用できる状態を

維持します。 

農務課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～農地の様々な機能～ 

農地には、作物の生産の場以外に、様々な機能があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人と生物のいる水田のイラスト 

 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

エコファーマー認定人数（延べ） 317 人 327 人 

指標の見方 

環境への負荷を低減する持続性の高い農業生産方式を導入した農業者の数を示します。 

生き物のすみか 景観保全 
暑さを和らげる 

癒しと安らぎ 

体験学習と教育 洪水を防ぐ 
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協働プロジェクト③ 

 きれいな街はきれいな心を育てる  

 

現状と課題 

平成２６年度に実施した安城市の環境についてのアンケートでは、安城市が

劣っている点として「ポイ捨てなどの環境マナー」を挙げている人が多いとい

う現状がありました。 

対策として、まず、捨てられたごみを拾ってきれいなまちにするという方法

が考えられます。しかし今回は、なぜポイ捨てが起こるのかという原因につい

て考えました。そこで、解決策として、ポイ捨てをしないという意識を育てる

プロジェクトを提案します。 

主な対象 

・安城市の未来を担う子ども世代（未就学児～小学生程度） 

プロジェクトの概要 

ウォーキングとごみ拾いを兼ね備えたイベントを継続的に実施する。 

・健康づくりをしつつ、ごみ拾いにより、「ポイ捨てしない意識」を育てる。 

・ウォーキングコースの中に、「スタンプポイント」を設置するなど、ゲーム感

覚でイベントを楽しめるよう工夫する。 

・ポイ捨ての現状の説明やクイズを実施し、楽しんで学べる機会を作る。 

・スタンプを集めた特典として景品を進呈する。 

 

実施に向けて 

・プロジェクトの実行に向けて、市民・事業者・行政それぞれの役割は、下記

のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【企業】 

イベントへの参加・協力 

【市民団体】 

イベントへの参加・協力 

【行政】 

イベントへの支援 

【有志による推進組織】 

イベントの企画実施 
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協働プロジェクト④ 

 半場川でもっと遊ぼうよ！！  

 ～半場川の原風景を残しつつ、人が集まる場所に～  

 

現状と課題 

近年では、水辺に来る人が少なくなり、水辺に親しむ機会が減少しています。

その原因としては、水辺が安全ではないこと、水辺がきれいではないこと、そ

して水辺での遊び方を知らないことが挙げられます。 

今回は、これら３つの原因を解決して、水辺に訪れる人の増加を目指すプロ

ジェクトを提案します。水辺に訪れる機会を提供することで、水をきれいに保

つ心の醸成を図ります。 

主な対象 

・水辺で遊んだ経験のない安城市民（特に親子） 

プロジェクトの概要 

 

何をするか どうするか 

①安全にする ・水辺へ安全にたどり着けるよう環境

整備を行う（間伐材を利用した遊歩

道など）。 

・半場川でイベントを行っている既存

の団体と協力する。 

②きれいにする ・木や花を植える（可能な限り在来種

の植物を利用する）。 

・水辺の清掃活動をする。 

③遊び方を教える ・水辺で遊ぶイベントを開催する。 

・告知や協力者の募集にインターネッ

トを活用する。 

 

 

実施に向けて 

・プロジェクトの実行に向けて、市民・事業者・行政それぞれの役割は、下記

のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

【森林組合・間伐ボランティア】 

間伐材の提供 

【市民団体】 

環境整備への協力 

イベントの実施 

【行政】 

環境整備 

イベントの支援 
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4.3 資源が循環するまちをつくる  
 
(1) 資源の循環 ①２Ｒ（リデュース・リユース）の推進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・ごみの排出総量は減量活

動により平成21年度に

大きく減少しました。そ

の後は人口が増加して

いますが、その水準を保

っています。市民 1 人 1

日あたりの排出量に換

算すると微量ではある

が減少傾向にあります。 

・日常生活や事業活動など

での環境負荷低減のた

め、二酸化炭素排出量の

削減、資源循環、ごみ減

量に向けた取組みとし

てレジ袋削減を市内店舗の協力を得ながら進めてきたことにより、マイバッ

クが定着してきています。 

・ごみを出さない工夫や物を大切に使うこと、必要な人に使用してもらうなど、

まちかど講座を通して啓発に努めています。 

・安城市では、粗大ごみなどの中でリユース可能な家具や食器、おもちゃなど

を販売することで、「もったいない」という意識を持ってもらうなど、リユー

スの啓発に努めています。 

・環境負荷の少ない料理方法、片付け方法であるエコクッキングを学ぶ講座を

開催しています。 

・安城の夏を代表するイベント「安城七夕まつり」では、竹飾りとして大量の

竹を使用しています。その竹の一部は、他のイベントの資材として利用した

り、竹炭に加工されたりして活用されています。 

・不要となった図書館資料を、公民館まつりや図書館除籍本フェアで市民に無

料で配布し、再利用しています。 

   

【課題】 

ごみにしないという２Ｒ（発生抑制：リデュース、再利用：リユース）に対

する、排出者の意識を醸成するための活動を推進していく必要があります。 

 

  

図 ごみの処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：ごみ排出総量は、収集量、直接搬入量、集団回収量の合計で

ある。 

資料：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 

（平成 20 年度～平成 25 年度） 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

3111 

家庭ごみのリデュース

の促進 

31111 

料理を通じて、家庭から出るごみで最も多い生ごみ

を減らす方法について周知します。 

環境首都推進課 

 

3112 

ごみのリユースの促進 

31121 

市で収集したごみのうち、リユース可能なものを販

売したり、安城七夕まつりで発生した竹飾りを再利用

したりすることで、リユースについて啓発します。 

ごみゼロ推進課 

商工課 

3113  

除籍本コーナーの常設

と本のリユースの促進 

31131  

（仮称）図書情報館の整備を機に、情報拠点施設1

階に「除籍本コーナー」を常設し、不要となった図書

館の除籍本や市民からの持ち寄り本などを提供しま

す。また、公民館等での除籍本配布イベントを拡充し

ます。 

中央図書館 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～なぜ２Ｒ？～ 

循環型社会を構築するためには、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）

が不可欠であり、特にリデュースとリユースの２Ｒを一層進めることが求められ

ています。２R の中でもリデュース、リユースの順番、つまり「要らないものは

買わない」（発生抑制）を最初に取り組むと効果的です。 

不要になったものを、再び同じ状態で使うことをリユースというのに対し、リ

サイクルは、いったん資源の形まで状態を変えることをいいます。 

例えばガラス瓶の場合、洗ってそのまま使うのはリユースで、砕いて溶かして

から再びガラス瓶にするのがリサイクルです。洗ってもう一度使うと、砕いたり

溶かしたりするために使うエネルギーが不要になり、環境への負荷が少なくなり

ます。 

最近は、資源の収集品目や収集場所が増えて、「資源ごみに出すからいいや」

と買物の時に意識することが減ったのではないでしょうか。循環型社会形成推進

基本法が施行された平成１３年から１０年以上が過ぎました。ここで原点に返っ

て、ごみを減らすために一人ひとりができることをやってみませんか。 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

２Ｒの啓発回数 24 回／年 36 回／年 

指標の見方 

ごみを減らす取組みを広げるための様々な啓発活動の回数です。 
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図 資源ごみ収集量とリサイクル率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）リサイクル率 

＝総資源化量÷(収集ごみ量＋直接搬入ごみ量＋集団回収量)×

100 

「総資源化量」とは、「施設処理に伴う資源化量」、「直接搬入ご

み減量」、「集団回収量」の合計値をいう。 

資料：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 

（平成 20 年度～25 年度） 

4.3 資源が循環するまちをつくる 

(1) 資源の循環 ②リサイクルの推進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・資源ごみは、ごみステ

ーションや地域の集団

資源回収の他、資源ご

みの拠点回収施設であ

る総合リサイクルステ

ーション（エコらんど）

及び市内６か所のリサ

イクルステーションで

回収しています。 

・資源ごみの収集量は、

平成 22 年度まで横ば

いにありましたが、近

年は減少傾向にありま

す。そのうち、古紙・

古着の回収量の減少傾

向が強く、原因として

は紙媒体の減少や民間

での回収の増加などが考えられます。 

・不燃ごみや粗大ごみとしてリサイクルプラザに搬入されたごみの中から、資

源化できるものを選別し、再資源化しています。 

・せん定枝をせん定枝リサイクルプラントで回収し、堆肥化による再資源化を

して配布しています。 

・燃やせるごみを焼却した後に発生する焼却灰を再生処理し、溶融スラグとし

て公共工事等に活用しています。 

・学校給食の残さを堆肥化し、活用しています。 

・安城市のリサイクル率は、愛知県全体より高い水準を保っていますが、徐々

に低下する傾向が見られます。 

 

【課題】 

引き続き資源の回収システムの維持と、排出者のリサイクルに対する意識を

高め、リサイクルの輪を広げていく必要があります。 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

3121 

資源収集拠点・利用施

設の運用 

31211 

資源収集における市民の活動を支援します。 

ごみゼロ推進課 

 31212 

資源の拠点回収施設や処理施設の効率的な運用を

進め、廃棄される資源の回収に努めます。 

ごみゼロ推進課 

3122 

市の事業におけるリサ

イクル推進 

31221 

ごみの焼却灰の溶融化や給食の残さの堆肥化など

により、市の事業において発生するごみを再生し、資

材としての利用を進めます。 

ごみゼロ推進課 

総務課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～ごみがこんなものに変身～ 

身近なものの中に、ごみをリサイクルしてできたものがたくさんあるのを知っ

ていますか。その一例を紹介します。 
 

ごみの種類 リサイクルしてできたもの 

新聞 新しい新聞、雑誌など 

雑誌・雑がみ お菓子・洗剤の箱など 

ダンボール トイレットペーパーの芯、ダンボールなど 

牛乳パック トイレットペーパー 

アルミ缶 アルミ製品、電気製品、自動車の部品など 

スチール缶 スチール缶、鉄製品など 

びん びん、ガラス製品、建築資材（断熱材・舗装材）など 

ペットボトル ペットボトル、作業服、運動靴、洗剤の容器など 

プラスチック製容器包装 
ペンやのりなどの文房具の容器、公園のベンチや

プランター、樹脂製ウッドデッキなど 

古布・古着 工場用ウエス（ぞうきん）、自家用車の防音材など 

 

指標名 
現状値 

（平成２５年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

一般廃棄物の再生利用（リサイクル）率 24.2％ 25.5％ 

指標の見方 

ごみの排出総量に占める資源の割合を示します。 
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4.3 資源が循環するまちをつくる 
 
(2) ごみ減量の推進 ①ごみ分別、減量の徹底 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・安城市では、ごみを処理方法に応じ分別して出すことにより、適正処理の推

進と焼却処理や埋立て処分などの最終処分量の削減を図っています。 

・家庭から出されるごみ袋の中には、分別区分の違うものや資源として利用で

きるものが混入しています。 

・ごみの適正分別のため、「家庭ごみと資源の分け方・出し方早分かりブック」

「ごみカレンダー」を全戸配布するとともに、町内会及び各種市民団体等と

共催により、市民を対象としたごみの減量や分別の必要性について説明会の

開催や、各町内会に地域クリーン推進員7を配置し、地域住民への分別指導を

実施しています。 

・家電リサイクル法対象品は、市の処理施設では処理ができないことや廃棄時

に処理費用を使用者が負担しなければならないことから、不法投棄されるこ

とがあり、平成 26 年度の不法投棄数は 169 件でした。 

・環境クリーンセンターに持ち込まれる事業系一般廃棄物の搬入物検査の実施

と事業者向けガイドブックの配布により、市の施設では処理することのでき

ない産業廃棄物の混入防止を図っています。 

・平成 9 年に完成した可燃ごみの焼却施設をはじめ処理施設は、長期使用を目

指して老朽化対策が必要となっています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】  

排出者がごみの分別の重要性を再認識し、ごみ分別、減量への行動が推進

するよう、引き続き啓発と活動を支援していく必要があります。 

                                      
7排出者への分別指導、地域住民に対するごみ分別・減量に関する情報提供などの役割があり、各町内会に

設置されています。 

図 ごみの組成（平成 26 年度 重量比） 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：市内 6 箇所（街部（商店街地区）2 箇所・住宅部 2 箇所・農村部 2 箇所）のごみステーションに出された

ごみ袋の中身を調査。                            資料：ごみゼロ推進課 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

3131 

ごみ減量の徹底 

 

31311 

家庭における様々な生ごみ処理の方法を、講習会や

処理機器購入の補助などを通じて支援します。 

ごみゼロ推進課 

 31312 

事業系ごみの搬入状況を確認することにより、産業

廃棄物の混入を抑制し、処理施設での処理量を削減し

ます。 

ごみゼロ推進課 

3132 

活動の支援 

31321 

地域のごみ分別・ごみ減量活動を、職員の派遣や資

材提供、情報提供等により支援します。 

環境首都推進課 

ごみゼロ推進課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～知っていますか？ごみの分別方法～ 

ごみステーションに出されたごみ袋の中

身を調査する組成分析（図 ごみの組成）

では、燃やせるごみとして出されたごみの

中に、再生可能な資源ごみが 3 割もあると

いう結果が出ています。資源ごみである古

紙・古着、プラスチック製容器包装を正し

く分別すれば資源となり、燃やせるごみも

減らすことができます。 

また燃やせるごみの半分を占める生ごみ

も、生ごみ処理機を使うなどの工夫により

減量が可能です。 

ごみの分別方法は、「家庭ごみと資源の分

け方・出し方早分かりブック」に掲載され

ています。正しいごみの分別で、ごみの減

量に取り組みましょう。 

  

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

市民 1 人 1 日あたりの最終処分量 92ｇ 88ｇ 

指標の見方 

ごみを処理した後の埋め立て処分する量を市民１人１日あたりに換算した数値です。 
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4.3 資源が循環するまちをつくる 
 
(3) 水資源の保全 ①水資源の保全と意識の向上 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・安城市内で使用している上水道、

農業用水、工業用水は、主に矢作

川を水源としています。そして、

その矢作川の源流の一部は、豊田

市の北に隣接する、人口 1,000 人

余の長野県下伊那郡根羽村にあり

ます。 

・根羽村をまったく知らないという

人が全体の３分の１あり、水資源

の保全を踏まえ、継続的な啓発・

交流活動が必要です。 

・現在、矢作川水源の森分収育林事

業の他に、根羽村で自然教室の実

施、根羽村の中学生を七夕まつりへ招待、根羽村の植樹祭への参加などの交

流を行っています。 

・安城市内の環境活動団体との共催により、毎年、流域社会について考えるフ

ォーラムが開催されています。 

・平成２７年７月７日には、根羽

村を会場として「水環境の保全

と流域社会の持続可能な発展」

をテーマとした中部環境先進

５市サミット8を開催し、持続

可能な流域社会の形成に向け

た取組みについての宣言「根羽

宣言」を表明しました。 

 

 

【課題】 

水を通じた交流の歴史を踏まえ、引き続き根羽村との交流を深め、水源の森

を大切にしていく気持ちを育てていく必要があります。 

 

                                      
8中部地方の環境先進市である多治見市（Ｔ）、安城市（Ａ）、新城市（Ｓ）、掛川市（Ｋ）、飯田市（Ｉ）が

連携する枠組みです。それぞれの市の頭文字をとった愛称を「ＴＡＳＫＩ（タスキ）」といいます。 

平成２２年から年に１回、各市の持ち回りにより、各市の首長が一同に会し、環境をはじめとした様々な

分野に関するテーマについてのサミットを実施しています。 

図 根羽村の認知状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアン

ケート 

行ったこと

がある

21%

どんなとこ

ろか知って

いる

10%

名前は聞い

たことがあ

る

34%

まったく知

らない

35%

n=903

根羽村で開催された中部環境先進 5 市サミット 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

3211 

水源の森への意識の向

上 

32111 

根羽村と共同して矢作川上流地域の水資源のかん

養と森林保護育成を進めます。 

財政課 

 

 32112 

自然体験などのイベントを通じて、根羽村をはじめ

とする矢作川上流地域と交流し、流域に関わる住民が

相互理解を深めることで、水源の保全に対する意識を

高めます。 

小学校の授業や自然教室を通じて、水源の保全につ

いての学習を実施します。 

環境首都推進課 

学校教育課 

3212 

明治用水に関する学習

の推進 

32121 

明治用水と安城市の歴史について学習し、安城の発

展における水資源の重要性について認識することで、

水源の保全に対する意識を高めます。 

環境首都推進課 

学校教育課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～水源のかん養と森林～ 

根羽村の森林は、スギ・ヒノキの植

林が中心です。これらの植林地では、

適切な間伐を行わないと、節ができて

木材として価値が下がるほか、木が

「もやし」のようにひょろ長くなり、

台風や大雪の際に木が倒れやすくな

ります。また、木が密集して林内が暗

くなるため下草が生えず、雨により表

土が流れ出てしまい、降った雨を地面

に蓄える能力が低下してしまいます。 

水源の森の機能を活かすためには、

適切な手入れが必要です。 

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

水源地である長野県根羽村に対する市民の認知度 31％ 50％ 

指標の見方 

安城市にとっての主な水源地である長野県根羽村に対する市民の認知度を示しています。 

根羽村を知ることが、水源に対する意識の向上につながります。 
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協働プロジェクト⑤ 

 ごみ減量!! このひと手間で変わる  

 

現状と課題 

燃やせるごみを減量することで、焼却に伴う二酸化炭素の排出が抑制され、

地球温暖化防止につながります。家庭から出る燃やせるごみの袋の中身は、生

ごみが重量の半分を占めています。つまり、生ごみを減らすことで、燃やせる

ごみが減っていくのです。また、ごみの減量は、ごみ処理費の削減にもつなが

ります。 

そこで今回は、生ごみの削減につながるプロジェクトを提案します。 

主な対象 

・家庭で炊事をする人 

プロジェクトの概要 

 

何をするか どうするか 

① チラシの作成 ４年生教材(副読本)の「ごみとわた

したち」等を参考にし、冷蔵庫などに

貼れるようなチラシを作成し配布する 

② 生ごみ減量化の情報提供 ・食べ残しをしない工夫を発信 

・エコクッキングの提案 

・スーパーマーケット等と協働し、エ

コクッキングのレシピを発信 

・生ごみ処理に関する補助制度や手法

について啓発 

・安城市が発行する広報紙等を活用し

てＰＲを行う 

 

実施に向けて 

・プロジェクトの実行に向けて、市民・事業者・行政それぞれの役割は、下記

のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

【スーパーマーケット等】 

チラシ配布・情報発信への協力 

【市民団体】 

エコクッキングのアイデア提案 

チラシの作成 

情報の発信 

【行政】 

チラシの作成・情報発信への協力 
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協働プロジェクト⑥ 

 根羽村グリーンツーリズム  

 ～水源地の保全に携わり、水源の恩恵を後世に伝える～  

 

現状と課題 

安城市の農業と産業を支える矢作川。その上流に位置する長野県根羽村と安

城市は、長年に渡る交流の歴史があります。しかし、今、根羽村の過疎化や高

齢化が進み、水源を守る森林を保全する担い手が減少している現状があります。 

水資源の大切さについて認識する機会が少ない現在、普段から水源の恩恵を

享受している私達は、水が使えることが当たり前になっているのではないでし

ょうか。今回は、水を使うときに「当り前でない水源の恩恵」に想いが至り、

水源地の保全に携わる人を増やして、生活の質の向上につながる文化を街に根

づかせるプロジェクトを提案します。 

主な対象 

・すべての人、滞在型に参加する人については比較的時間に余裕があり、根羽

村との交流を深めたい人 

プロジェクトの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施に向けて 

・プロジェクトの実行に向けて、市民・事業者・行政それぞれの役割は、下記

のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

【企業】 

事業への協力 

【市民団体】 

事業の実施主体に参加 

【行政】 

事業への支援 

情報発信への協力 

根羽村に滞在して森林保全事業のお手伝い 

 市民団体や行政が実施する既存事業に加えて、新規

事業（根羽村の「食」を楽しみ、間伐などの簡単な保

全活動をする）を実施 

参加者から参加者以外の人に伝え、広げる 

   体験者の感想や気付きを広報紙や新聞、マスメディア

等を通じて発信 

 

・根羽村との交流 

・森林保全のお手伝い 

・より多くの人へ水の

恩恵に気付いてもら

う 
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4.4 市民みんなが行動するまちをつくる 
 
(1)次代につなぐ人づくり ①環境学習の推進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・図書館における読み聞かせの他、保

育園・幼稚園、児童センター、小学

校等で子どもに対する環境学習を

実施しています。 

・環境アドバイザー9、まちづくり人

材10やコーディネーター等の養成

講座により、環境学習が実施できる

人材を育成しています。 

・環境問題に対する情報源は、テレビ

や新聞のほか、安城市の広報紙等を

半数以上の人が回答していること

から、今後も活用していきます。 

・市内の環境関係イベントへの参加は、   

イベントがあったことを知らない人が半数以上いることから、情報発信の強

化について検討が必要です。 

・秋葉いこいの広場環境学習センター「エコきち」で体験講座やイベントを行

っていますが、エコきち自体の認知度が低い現状があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

環境学習を進めるために、人材や施設などの貴重な資源を生かして、環境学

習の機会を増やしていく必要があります。 

                                      
9専門的、先進的な知識や技術を持ち「環境アドバイザー」として登録された方のことで、小中学校におけ

る総合学習や地域における学習会等に市から派遣される制度があります。 
10 協働のまちづくりに関する基本的な知識やスキルを身につけた人材のこと。 

図 市内の環境関係イベントへの参加  図 秋葉いこいの広場環境学習 

センター「エコきち  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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図 環境問題の情報を得る主な手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

4111 

環境学習の推進 

 

41111 

保育園・幼稚園・児童センターで、環境に関する講

座等を実施し、未就学児に対する環境学習の機会を提

供します。 

子育て支援課 

子ども課 

環境首都推進課 

 

41112 

小学校で、環境に関する授業や環境関連施設の見学

等を実施し、児童に対する環境学習の機会を提供しま

す。 

環境首都推進課 

ごみゼロ推進課 

学校教育課 

41113 

公民館や図書館等で、環境に関するイベントや講座

を実施し、市民に対する環境学習の機会を提供しま

す。 

環境首都推進課 

ごみゼロ推進課 

生涯学習課 

中央図書館 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～エコきちのイベント～ 

秋葉いこいの広場環境学習センター「エ

コきち」は、身近な自然や環境問題につい

て、体験講座や催しを通じて気軽に楽しく

学べる施設です。子どもから大人まで楽し

める、環境に関する催しを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

指標名 
現状値 

（平成２６年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

環境に関するイベントや講座への参加率 5.9％ ２０％ 

指標の見方 

市民の環境に関するイベントや講座への参加率を示します。 

エコ工作 

秋葉公園での自然教室 

環境講座 
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4.4 市民みんなが行動するまちをつくる 
 
(2)参加と協働の推進 ①多様な主体による環境活動の推進 
 

環境の現状と課題 

【現状】 

・環境関係のイベントは

特に会社員の認知度が

低く、周知する必要が

あります。 

・「公務員、団体職員」は

地球温暖化対策をすで

に実行している人の割

合が高い一方で、その

他の職業は概ね 10％

未満であり、これらの

人々を巻き込む仕組み

が弱いのが現状です。 

・環境に対して専門的、先

進的な知識や技術を持つ

人を登録し、環境学習に派遣する「環境アドバイザー制度」は、市民の認知

度が低く、活躍する機会が限られています。知識や経験を市民へ伝える場を

増やすために、「環境アドバイザー制度」そのものを周知する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

環境基本計画を進めるために、環境活動へ関心を持ち、参加・協働で取り組

むことができる市民を増やしていく必要があります。 

 

図 地球温暖化防止について       図 環境アドバイザー制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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図 市内の環境関係のイベントへの参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26 年度安城市の環境についてのアンケート 
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施策の展開 

 

施策名 施策内容 担当課 

4211 

多様な主体との連携 

 

42111 

環境学習施設を活用し、環境団体や環境アドバイザ

ーが、市民に対して環境に関する情報を提供できる機

会を創出します。 

環境首都推進課 

 42112 

環境団体との協働によるイベント等の開催や環境

学習講座への環境アドバイザーの派遣により、市民に

環境に関する情報を提供します。 

環境首都推進課 

 

成果指標と目標値 

 

環境コラム ～環境アドバイザー制度～ 

環境に関する知識のある人、環境

についての知識を子どもたちや地域

の人と共有したいと考えている人、

環境学習に興味のある人を「環境ア

ドバイザー」として登録し、環境学

習やイベントの際に講師として派遣

する制度を「環境アドバイザー制度」

といいます。「環境アドバイザー」は、

２年に１回、新規募集を行っており、

登録の前には、基礎的な知識や技術

を身につけることができる養成講座

を実施しています。また、登録後も

スキルアップ講座を実施し、能力の

向上を図っています。 

平成２８年３月現在、○人の環境アドバイザーが登録され、小学４年生の清掃

施設見学（クリーンバス）や環境学習講座などで活躍中です。 

 

指標名 
現状値 

（平成２７年度） 

目標値 

（平成３２年度） 

協働による環境づくりに対する満足度 36.9％ 60％ 

指標の見方 

環境学習施設を活用した環境学習や、環境団体・環境アドバイザーとの協働による講座や

イベント等、多様な主体が実施する環境活動に対する市民の満足度を示しています。 
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第５章 計画の推進と進行管理 

 

5.1 推進体制の整備 

環境基本計画を推進するためには、事業を確実に行うことのできる推進体制

を整備するとともに、これに連携する市民や市民団体、各種団体や事業者、行

政機関などと事業を協働して推進する体制を確立する必要があります。 

 

【市】 

市においては、市長のもと、事務局を中心に庁内関係各課の横断的な調整を

行い、多様な事業を全庁的に推進します。事務局は、環境首都推進課とします。 

なお、事業の実施状況の把握には、ＥＭＳ（環境マネジメントシステム）を

利用します。 
 

【関連主体】 

協働プロジェクトの実施団体や認定特定非営利活動法人地球温暖化対策地域

協議会エコネットあんじょうなど環境関係団体と連携して事業を推進します。 
 

【審査機関】 

年次報告書や施策の進捗状況を調査審議する機関として、安城市環境基本条

例第 22 条の規定に基づき、安城市環境審議会を置きます。 

環境審議会は、施策や事業計画の諮問・答申機関として、また事業評価に対

する客観的な意見を述べる組織とします。 

 

 

 
 

 

関連主体 

行政機関 

市民団体 

事業者団体 

市民・事業者 

協働プロジェクト主体 

市 

市 長 

【事務局】 
環境首都推進課 

関係各課 

環境審議会 

協働 

協働 意見 

報告 
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5.2 協働による推進 

計画を推進するためには、市だけでなく、市民、事業者等も共通の目標に向

けて参画するとともに、お互いが連携、協働していくための仕組みが必要です。

市民団体や計画改定にあたり開催したワークショップの参加者などと連携しな

がら、計画の推進や協働プロジェクトの推進に努めていきます。 

 

5.3 市の事業の進行管理 

事務局（環境首都推進課）が、ＥＭＳを利用して各課の事業の進捗状況につ

いて評価を実施し、施策・事業等の推進を図ります。また、計画の着実な推進

を図り、効果的な進行管理を行うため、ＰＤＣＡサイクルにおいて指標を利用

して施策を評価し、継続的な改善と推進を図ります。 

ＥＭＳによる事業の実施状況と成果指標の状況は、「環境報告書」を通じて公

表します。 

 

 

 

  

Ｐｌａｎ（事業計画） 

＜誰が＞ 

担当課、協働プロジェクト

メンバー 

Ｄｏ（実施） 

＜誰が＞ 

担当課、協働プロジェクト

主体、市民・事業者 

Ｃｈｅｃｋ（チェック） 

＜誰が＞ 

事務局（環境首都推進課）、

環境審議会 

Ａｃｔｉｏｎ（見直し） 

＜誰が＞ 

担当課、協働プロジェクト

メンバー 

環境指標の集約、

環境報告書への

取りまとめ 

環境審議会から

の意見反映 
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●基本的施策と成果指標一覧 

 

基本目標１ 低炭素なまちをつくる 

分野別目標 基本的施策 指標名 
現状値 

(平成 26 年度) 
目標値 

（平成32年度） 

エネルギーの効

率的な利用 

省エネルギーの推進 １人 1 日あたり家庭用

電気使用量 
5.56kWh/人 5.47kWh/人 

エネルギーの地産地消

の促進 

市内での再生可能エネ

ルギーによる発電容量

の合計 

30,100kw 66,000kw 

適切な交通手段

の選択 

環境に優しい自動車の

利用促進 

安城市内における次世

代自動車普及台数  
45 台（※） 460 台（※） 

自転車の利用促進 市内の移動で自転車を

利用する人の割合 
8.6％ 9.5％ 

公共交通機関の利用促

進 

公共交通機関に対する

満足度 

49.4％ 

(平成 27 年度) 
54％ 

環境と調和した

事業活動の促進 

事業者の取組み支援 環境配慮に関する行動

や事業活動を行った事

業者数 

75 件 75 件 

※自動車販売会社で照会後、数値を確定。（現状は補助件数） 

 

基本目標２ 暮らしと自然を守るまちをつくる 

分野別目標 基本的施策 指標名 
現状値 

(平成 26 年度) 
目標値 

（平成 32 年度） 

快適な暮らしの

実現 

 

生活型公害の防止 大気、土壌、騒音、ダイ

オキシン類に係る環境

基準達成箇所数 

３２箇所 ３２箇所 

安全・安心で快適な生活

環境の向上 

安城市が環境マナーが

良いまちと感じる人の

割合 

4.5％ 20％ 

緑あふれる美しい都市

景観づくり 

樹高が 3ｍ以上になる

樹木の本数 
139,538 本 148,000 本 

自然との共生 生物多様性の保全 生物多様性に関する活

動の参加者数  
466 人 1000 人 

水辺の環境保全 各河川における水質

（BOD 値）及び油ヶ淵

の水質 COD 値（mg/l）

の環境基準達成箇所数 

20 箇所 21 箇所 

農のある暮らし

づくり 

農に親しむ環境づくり 地元農産物を意識して

購入する人の割合 
21.9％ 24.5％ 

農と環境の保全 エコファーマー認定人

数（延べ） 
317 人 327 人 
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基本目標３ 資源が循環するまちをつくる 

分野別目標 基本的施策 指標名 
現状値 

(平成 26 年度) 
目標値 

（平成 32 年度） 

資源の循環 ２Ｒ（リデュース・リユ

ース）の推進 

２Ｒの啓発回数 
24 回／年 36 回／年 

リサイクルの推進 一般廃棄物の再生利用

（リサイクル）率 

24.2％ 

(平成25年度) 
25.5％ 

ごみ減量の推進 ごみ分別、減量の徹底 市民 1 人 1 日あたりの

最終処分量 
92ｇ 88ｇ 

水循環の保全 水資源の保全と意識の

向上 

水源地である長野県根

羽村に対する市民の認

知度 

31％ 50％ 

 

基本目標４ 市民みんなが行動するまちをつくる 

分野別目標 基本的施策 指標名 
現状値 

(平成 26 年度) 
目標値 

（平成 32 年度） 

次代につなぐ人

づくり 

環境学習の推進 環境に関するイベント

や講座への参加率 
5.9％ 20％ 

参加と協働の推

進 

多様な主体による環境

活動の推進 

協働による環境づくり

に対する満足度 

36.9％ 

(平成27年度) 
60％ 

 


